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ワンセグ放送を受信できるカーナビゲーションを自家用自動車に取り付けた者は
放送受信契約を締結する義務があるとされた事例
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事実の概要

　Ｘは、自家用自動車にワンセグ放送を受信でき
るカーナビゲーション（以下「本件カーナビ」という）
を設置しており、他にＹ（日本放送協会。以下「NHK」
という）の放送を受信することのできる受信機を
保有していない。Ｙの業務委託先の担当者は、平
成 30 年 8月 19 日、Ｘの自宅を訪問し、Ｘに対し、
本件カーナビを設置していることを理由として放
送受信契約（以下「受信契約」という）の締結を求
めたが、Ｘは、これに応じなかった。
　Ｘは、①放送法 64 条 1 項所定の「設置」と
は、一定の場所に備え置くことを意味するもので
あり、設置場所はＸの自宅敷地内である。同所で
は、Ｙの放送の電波が届いておらず、Ｙの放送を
受信することができない。したがって、Ｘは「協
会の放送を受信することのできる受信設備を設置
した者」に該当しない（以下「設置者該当性」とい
う）、②仮に、同項本文所定の者に該当するとし
ても、Ｘは、本件カーナビを自動車ナビゲーショ
ンのために購入したものであって、本件カーナビ
でワンセグ放送を受信したことはなく、今後も受
信する予定はないから、本件カーナビは「放送の
受信を目的としない受信設備」に該当する（放送
法 64 条 1 項ただし書該当性）と主張して、Ｙと受
信契約を締結する義務が存在しないことの確認を
求めた。
　これに対して、Ｙは、まず、設置者該当性（①）
につき、次のように反論した。放送法 64 条 1 項
所定の「設置」とは、Ｙの放送を受信することの
できる受信設備を使用できる状態に置くことを意
味する。仮に、Ｘの自宅敷地内においては本件カー

ナビによりＹの放送を受信することができないと
しても、自宅敷地外へ移動すればＹの放送を受信
することができるのであるから、Ｘが本件カーナ
ビをいつでも使用できる状態に置いていることに
変わりはない。次に、上記放送法 64 条 1 項ただ
し書該当性（②）につき、次のように反論した。
同項ただし書所定の「放送の受信を目的としない
受信設備」とは、電波監視用の受信設備、電気店
の店頭に陳列された受信設備等、放送の受信を目
的としないことが客観的、外形的に明らかな場合
をいうものと解される。受信設備の設置者が実際
に放送を視聴していなかったり、主観的に放送の
受信を目的としない意思を有していたりしたとし
ても、そのことをもって当該受信設備が「放送の
受信を目的としない受信設備」に該当することに
はならない。

判決の要旨

　本判決は、Ｘの請求の一部を却下し、その余
の請求を棄却した。なお、ワンセグ放送対応の
受信機では衛星系によるテレビジョン放送を受
信することはできないところ、契約種別を衛星
契約又は特別契約とする受信契約の締結義務が
存在しないことの確認を求める部分については
（本案前の争点）、Ｘが当該契約の締結義務を負わ
ないことに当事者間に争いはないとして却下さ
れた。
　１　放送法 64条 1項本文該当性
　「放送法が、Ｙにつき、営利を目的として業務
を行うこと及び他人の営業に関する広告の放送を
することを禁止し（20 条 4 項、83 条 1 項）、事
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業運営の財源を受信設備設置者から支払われる受
信料によって賄うこととしているのは、Ｙが公共
的性格を有することをその財源の面から特徴付け
るものである。すなわち、上記の財源についての
仕組みは、特定の個人、団体又は国家機関等から
財政面での支配や影響がＹに及ぶことのないよう
にし、現実にＹの放送を受信するか否かを問わず、
受信設備を設置することによりＹの放送を受信す
ることのできる環境にある者に広く公平に負担を
求めることによって、Ｙが上記の者ら全体により
支えられる事業体であるべきことを示すものにほ
かならない（最高裁……同 29 年 12 月 6 日大法
廷判決・民集 71 巻 10 号 1817 頁参照）。
　以上のような公平な費用負担を求める受信料制
度の趣旨に鑑みると、Ｙの放送を受信することの
できる受信設備を設置した者は、実際に放送を受
信しているか否かにかかわらず、Ｙとの間で放送
受信契約を締結して受信料を支払わなければなら
ないものというべきである。したがって、放送法
64 条 1 項にいう『設置』とは、広く、Ｙの放送
を受信することのできる受信設備を使用できる状
態に置くことをいうと解するのが相当である。受
信規約 1条 2 項が『設置』について『使用でき
る状態におくことをいう。』と規定しているのも、
このような解釈を前提にしたものであるといえ
る。
　……Ｘの自宅敷地付近では、本件カーナビによ
り、Ｙの地上系のワンセグ放送を受信することが
できることが認められる。そうすると、Ｘは、自
家用自動車に本件カーナビを取り付けたことに
よって、Ｙの放送を受信することのできる受信設
備を使用できる状態に置いたものであるから、『協
会の放送を受信することのできる受信設備を設置
した者』に該当するというべきである。」
　２　放送法 64条 1項ただし書該当性
　「Ｘは、本件カーナビを自動車ナビゲーション
のために購入したものであり、本件カーナビでワ
ンセグ放送を受信したことはなく、今後も受信す
る予定はないから、本件カーナビは『放送の受信
を目的としない受信設備』に該当すると主張する。
　しかし、……Ｙの放送を受信することのできる
受信設備を設置した者に広く公平に受信料を負担
させることによってＹの財源を賄うこととした受
信料制度の趣旨に鑑みると、『放送の受信を目的
としない受信設備』に当たるか否かについては、

当該受信設備を設置した者の主観によるのではな
く、放送を受信し、これを視聴しない目的である
ことが、客観的、外形的に認められるか否かによ
り判断するのが相当である。
　本件カーナビは、Ｘが所有し、使用する自家用
自動車に取り付けられたものであるから、放送を
受信し、これを視聴しない目的であることが、客
観的、外形的に認められるとはいえない。Ｘがワ
ンセグ放送を受信するために本件カーナビを購入
したものではなく、実際にワンセグ放送を受信し
たことがなく、今後受信する予定がないとしても、
そのような主観があることをもって、『放送の受
信を目的としない受信設備』に該当するというこ
とはできない。」

判例の解説

　一　本判決の位置づけ
　本判決は、ワンセグ放送を受信できるカーナビ
ゲーション（以下「ワンセグ機能付きカーナビ」１）

という）を自家用自動車に取り付けた者に受信契
約を締結する義務があるとした初めての裁判例で
ある。
　本件と類似の訴訟として、ワンセグ機能付き携
帯電話に関する東京高判平 30・3・26（判時 2379
号 56 頁）がある。東京高裁は、ワンセグ機能付
き携帯電話を所持する者には受信契約の締結義
務はないとした原審判決（さいたま地判平 28・8・
26 判時 2309 号 48 頁）を取り消し、受信契約を締
結する義務があると判断した。この訴訟は最高裁
の上告棄却により確定している（最決平 31・3・
12LEX/DB25562971）。

　二　放送法 64条 1項本文該当性
　１　「設置」の意義
　放送法 64 条 1 項は、「協会の放送を受信する
ことのできる受信設備を設置した者は、協会とそ
の放送の受信についての契約をしなければならな
い」と定めている。そこで、どのような行為が「設
置」に当たるのかが問題となる。国語辞典的な意
味を重視すると「設置」とは「一定の場所に備え
置くこと」と解釈することができる。しかし、本
判決は、公平な費用負担を求める受信料制度の趣
旨から、放送法 64 条 1 項にいう「設置」とは、
広く、NHK の放送を受信することのできる受信
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設備を使用できる状態に置くことをいうと解して
いる。
　本判決は受信料制度の趣旨から「設置」の意義
を解釈しているが、このような考え方は受信契約
締結訴訟の最高裁判決（最大判平 29・12・6 民集
71 巻 10 号 1817 頁）と共通している。最高裁は、
受信料制度の仕組みは「特定の個人、団体又は国
家機関等から財政面での支配や影響が原告（筆者
注：NHK）に及ぶことのないようにし、現実に原
告の放送を受信するか否かを問わず、受信設備を
設置することにより原告の放送を受信することの
できる環境にある者に広く公平に負担を求めるこ
とによって、原告が上記の者ら全体により支えら
れる事業体であるべきことを示すものにほかなら
ない」と判示している。このように NHK の放送
を受信することのできる環境にある者が受信料を
負担するべきであるとする考え方を「受信環境論」
と呼ぶこととする。
　２　受信環境論の問題点
　受信環境論は受信料制度の趣旨・目的を踏まえ
た考え方であり、一見すると妥当なようにみえる。
しかし、「設置」という条文上の文言を軽視する
ことになり、「受信設備を設置した者」の範囲が
広くなりすぎるおそれがある（なお、設置につい
て受信設備を使用できる状態に置くことと定義する
NHKの主張も同様の問題を抱えている２））。
　前述したワンセグ携帯電話訴訟の場合、放送法
は「設置」と「携帯」を明確に使い分けている点、
放送法の改正の際に、「携帯」という文言が同法
に取り入れられることになったにもかかわらず、
同法 64 条 1 項の「設置」という文言との関係に
ついて、国会で説明がされたり議論がされたりし
たことはなかった点などから、ワンセグ機能付き
携帯電話の所有者を「受信設備を設置した者」と
解することには疑問がある３）。
　また、レオパレス訴訟（テレビ付き賃貸物件入
居者の設置者該当性が争われた訴訟）の場合、物件
に入居した段階でテレビが備え付けられており、
入居者自らが取り付けたわけではない。また、入
居者は備え付けのテレビを処分する権限を有して
おらず、受信機を廃止して受信契約を解約するこ
とができない４）。このように自らの意思で受信機
を設置したり撤去したりすることのできない者を
「受信設備を設置した者」と解することには疑問
がある５）。

　３　設置者該当性の有無
　本件の場合、カーナビを自動車の車両空間とい
う一定の場所に備え置いている点で、「設置」と
評価することが可能である（辞書的な意味で「設置」
と評価できない場面〔ワンセグ機能付き携帯電話訴
訟〕との相違）。また、カーナビを設置して受信契
約を締結したとしても、カーナビを処分すれば当
該契約を解約することができる（処分権限がない
場面〔レオパレス訴訟〕との相違）。これらの点を
踏まえると、ワンセグ機能付きカーナビを自動車
に取り付けた者は放送法 64 条 1 項の「受信設備
を設置した者」に該当する。そこで、放送法 64
条 1項ただし書の該当性が問題となる。
　なお、Ｘは自宅敷地内ではＹの放送の電波が届
いておらず、Ｙの放送を受信することができない
旨を主張しているため、この点について付言する。
本判決は、「Ｘの自宅敷地付近では、本件カーナ
ビにより、Ｙの地上系のワンセグ放送を受信する
ことができる」と判示した。自宅敷地付近という
一定の幅のある範囲を基準として受信可能性を判
断している部分には注意が必要である。もっとも、
自宅敷地に保管している自家用車を利用するとき
は必ず自宅敷地付近を移動することになり、その
範囲で放送を受信する可能性が生じるのであるか
ら、自宅敷地付近を受信可能性の基準として判断
することを否定することはできないように思われ
る。

　三　放送法 64条 1項ただし書該当性
　１　放送の受信を目的としない受信設備
　放送法 64 条 1 項ただし書は、「放送の受信を
目的としない受信設備……のみを設置した者につ
いては、この限りでない」と定めており、その場
合は受信契約を締結する義務はない。従来、「放
送の受信を目的としない受信設備」の意義につい
てはワンセグ携帯電話訴訟を中心に争われてき
た。東京高判平30・3・26（判時2379号56頁）は、「放
送の受信を目的としない受信設備」に該当するか
否かは「当該受信設備が設置されている目的が客
観的に放送の受信を目的としているか否かによっ
て判断すべきであって、……設置者の主観的な目
的によって左右されるものではない」とした上で、
ワンセグ機能付き携帯電話が客観的に放送の受信
を目的としないものと認めることはできないとし
た６）。本判決も同様の立場を採り、「放送を受信し、
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これを視聴しない目的であることが、客観的、外
形的に認められるか否かにより判断するのが相当
である」とした（以下、この判断基準を「客観的・
外形的基準」という）。
　２　客観的・外形的基準の問題点
　本判決は、公平な費用負担を求める受信料制度
の趣旨に鑑みて、放送法 64 条 1項ただし書の「目
的」は設置者の主観的事情ではなく、客観的・外
形的事情により判断するとしている。しかし、受
信料制度は、NHK が受信契約の締結に理解が得
られるように努め、これに応じて締結された受信
契約によって NHK の財源を賄うという制度であ
るから、受信料制度の趣旨は必ずしも「放送の受
信を目的としない受信設備」を狭く限定的に解す
る理由にならない。むしろ、受信・視聴する意思
を有しておらず、かつ、現実に受信・視聴してい
ない者から受信料を徴収することは公平な費用負
担に反するということもできる。
　また、客観的・外形的基準を用いて適切に判断
することができるかどうかも問題となる。例えば、
運送事業者の配送用車両に設置されたワンセグ機
能付きカーナビはどうだろうか。客観的・外形的
基準によれば運送事業者の業務内容や配送用車両
においてカーナビの果たす役割等に照らして「目
的」を判断することになると思われる。その場合
は当該カーナビの目的は専ら地図表示や道順案内
であり、放送を受信し、これを視聴しない目的で
あると判断することも十分可能である。このよう
に考えると、客観的、外形的な事情から設置者の
主観的な目的を推認するのと実際上は大きな相違
はない。そうすると、客観的・外形的基準にどれ
ほどの意味があるのか疑問が残る。
　３　カーナビ特有の問題点
　カーナビは、地図表示や道順案内等のナビゲー
ションを目的とする車載用の機器である。ワンセ
グ機能付きのカーナビを購入（設置）する場合で
あっても、その購入の動機は本来的機能であるナ
ビゲーションであって、放送を受信し視聴する意
思を有していない者は多いであろう。そうすると、
本判決のように実質的な利用目的を全く考慮に入
れないという解釈は再考を要する。カーナビを設
置した者の内心の意思のみで「目的」を判断する
のは適当でないとしても、カーナビの一般的な利
用形態に着目すれば、カーナビは「放送の受信を
目的としない受信設備」に該当すると評価するこ

ともできたのではないだろうか７）。
　また、ワンセグ機能付きカーナビについて一律
に受信契約の締結義務を負わせると、事業者の場
合は該当するカーナビの台数に応じて受信料が増
加することになる。そうすると一部の業種や事業
者に負担が偏るおそれが生じる。

　四　結語
　ワンセグ機能付きカーナビを自動車に取り付け
た者は、原則として放送法 64 条 1 項本文の「受
信設備を設置した者」に該当すると考えられる。
しかし、本件カーナビは同項ただし書の「放送の
受信を目的としない受信設備」に該当しないとし
た本判決の結論は、カーナビの一般的な利用形態
等を踏まえた実質的な検討をしていない点に大き
な問題を抱えている。
　カーナビや携帯電話におけるワンセグ機能の利
用状況には個人差があることを踏まえると、放送
法や受信規約の改定を通じて受信契約を必要とす
る受信設備の範囲を明確にすることが望まれる。

●――注
１）ワンセグ機能付きカーナビやワンセグ機能付き携帯電
話が放送法 64 条 1 項本文の「受信設備」に該当するこ
とについては争いがない。受信規約 1条 2 項によれば、
家庭用受信機、携帯用受信機、自動車用受信機、共同受
信用受信機等が「受信設備」に該当する。

２）受信規約 1条 2項参照。
３）谷江陽介「判批」新・判例解説Watch（法セ増刊）20
号（2017 年）123 頁。

４）受信規約では、受信契約者は受信機を廃止すること等
により受信契約を解約することができるとされている
（同 9条 1項）。
５）谷江陽介「判批」新・判例解説Watch（法セ増刊）22
号（2018 年）65 頁。なお、設置者該当性を認めた東
京高判平 29・5・31 判時 2354 号 20 頁は、最高裁の
上告棄却により確定している（最決平 30・8・29LEX/
DB25561396）。

６）ワンセグ携帯電話訴訟に関する他の高裁判決も同様で
ある（東京高判平 30・3・22 判時 2379 号 61 頁、東京
高判平 30・3・22 判時 2379 号 68 頁）。

７）ワンセグ携帯電話訴訟の高裁判決（東京高判平 30・3・
26 判時 2379 号 56 頁）は、ワンセグ機能を用いてテレ
ビジョン放送を視聴する者も相当数いることに鑑みれ
ば、ワンセグ機能付きの携帯電話が客観的に放送を目的
としないものと認めることはできないとして、携帯電話
の一般的な利用形態を考慮要素のひとつとしている。

立命館大学教授　谷江陽介


